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の倍増ならびに世界上位 10 位以内の食糧輸出
国としての地位獲得が目指されることとなった
［Campos and Polit 2011］（注１）。目下積極的な輸出
体制が継続中である。
チリにおいてこれらのアグリビジネスが発達




















































































































［Murray 2006; 1997; 1999］，輸出向け果樹栽培の




























and Mesbah 1996, 41］，③先進国市場における高
度の品質要求や投資の懐妊期間の長さおよび運
転資本コストの高さなどに由来する資本要求の



































































































































































1967 年に成立した農地改革法（法律 16640 号，
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改革の受益者層は 7万 6000 世帯を超えた［GIA 
























































が 1980 年代初頭までに農地を売却した［Gómez 













有権が確定した農地は約 6万 5000 件に達した
が，これが今日まで続く農地市場誕生の物理的



















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































（出所）Gomez and Echenique［1991, 115, 177］。
（注）１）1994年に Dole Chile に改称［Gomez 1994］。
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主要輸企業であるた本表に含めた。      
表４　生鮮輸出向け主要品目の産地分布
（単位：ha）



































































合計 53,746.0 37,545.3 14,752.7 16,243.0 11,363.5 7,185.4 36,354.7
（出所）CIREN/ODEPA［2008; 2009; 2010; 2011a; 2011b; 2012a; 2012b; 2012c; 2012d; 2013］より筆者作成。
（注）0.5ha 以上の果樹園のみの集計。
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合　　計 300,061.3 201,378.3 67.1




























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































当たりの平均面積が 1964/65 年で 8978 ヘク



































































































































































































































































































































































































































































































































































































































法制度は，1960 年代，80 年代，90 年代にそれ
ぞれ重要な変化を経験している。まず，農業共
108
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同体は 1960 年代の農地改革期に初めて法的認
知を受けた。1967 年の農業省法令第 5号



























られた。1979 年の土地・植民省法令第 2695 号
（Decreto Ley/ DL No 2695 del Ministerio de la Tierra y 






























































の 87 年の 10 年間でその栽培面積は 10 倍に増





栽培面積は，1990 年代後半には 5000 ヘクター

























































































用地 206 件中 126 件，ラス・タピアスでは同






















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































Murray 2006; Guaipatín 2004］。   
（注５）接収対象となったのは 80HRB以上の
















Nacional Forestal: CONAF） や 産 業 開 発 公 社













令 1939 号，Decreto Ley/ DL No 1939，1977 年 11





と答えている［Gómez and Echenique 1991, 100］。
（注９）輸出企業に対する生産農家の利益保護
を目的に，1985 年に生産農家団体FEDEFRUTA





（注10）2012 年 8 月実施のインタビュー調査に
基づく。
（注11）ここでは，農業省天然資源情報セン










































およそ 3万 5000 米ドルで，そのうちおよそ半分
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（上智大学イベロアメリカ研究所，2014 年 3 月 14
日受領，2015 年 6 月 19 日レフェリーの審査を経て
掲載決定）
